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＜基本方針＞ 
都筑区は、市内で最も若いまちといわれている一方、将来にわたって高齢者が増え続け、急激に高

齢化が進むことが想定され、課題を抱える高齢者も増加することが見込まれます。また、昨今ではい

わゆるごみ屋敷や子どもの貧困といった社会的孤立の問題も顕在化しています。 

こうした状況の中で、都筑区においても、地域を基盤として課題を抱える方を包括的に支える「地

域包括ケアシステム」の構築が進められ、 更に、国では「地域共生社会」の実現に向け、高齢者・障

がい者・子どもなど対象者ごとの福祉サービスを「タテワリ」から「まるごと」へと転換すべく検討

が進められています。 
 

平成 29年度は、地域の皆さまや会員の皆さまと策定した「第３期都筑区地域福祉保健計画『つづき

あい』」は２年目を迎え、地域課題の解決に向けて、区計画の推進と地区別計画への支援を着実に進

めていく必要があります。また、生活支援体制整備事業についても同様に２年目を迎え、初年度行っ

た地区ごとの現状把握の取り組みをさらに一歩進め、具体的な取り組みを作り出していくことが求め

られる年となります。 
 

本会では、「誰もがあんしんして自分らしく暮らせる地域社会をみんなでつくりだす」という活動

理念の実現に向けて、これまでも、地域の皆さまとともに、地域の中で、課題を抱えた方に気づき、

各種制度や地域のネットワークにつなげる、または、必要に応じて支えあう仕組みを作り出すといっ

た取り組みを推進してきました。 
 
これまで取り組んできた実践や培ってきたノウハウ、そして、多くの会員の皆さまからなる組織の

ネットワークを生かし、区役所や地域ケアプラザなどの関係機関ともしっかりと連携し、積極的に各

種事業に取り組み、地域福祉の推進役としての役割を果たします。 

＜重点項目＞  今年度は、特に以下の項目を重点的に取り組みます。 

１ 地域の支えあい活動の推進 

○生活支援体制整備事業の推進 

区役所や地域ケアプラザとの一体的な地域支援により、地域の支えあい活動が一層充実するよう、

活動団体や活動者の支援に取り組みます。 

・第２層生活支援コーディネーターの支援を通じた地域支援の推進 

・区の連携による区域全体の課題整理、協議体の運営 

○「身近な地域のつながり支え合い事業」を基盤とした地域支援 

制度の狭間にある一人ひとりの課題や困りごとを住民とともに解決にむけて取り組むという事業

の考え方を基盤として、地域住民とともに深刻になる前に発見し、身近な地域で見守り支えあえる

地域づくりを進めます。 

・地域ケア会議、ささえ合いマップの活用等による個別ニーズの把握と対応 

・地域アセスメント・地域支援計画の推進 

○地区社協活動の支援 

地域に最も身近な存在である地区社協において、地域での支えあい活動が着実に推進され、また、

地域内のさまざまな団体のネットワークの中核として、団体や活動の把握や支援ができるよう、地

区社協の支援を進めます。 

・地域福祉保健計画地区別計画の推進 
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・地区社協を中心とした地域の見守り活動の推進 

○地域の福祉活動への支援 

平成 29年度から新たに「つづきふれあい助成金」に地域の福祉活動の立ち上げ助成区分を新設し

ます。また、本会が行う地域活動への各種助成が、より効果的な支援となるよう見直しを行います。 

地域の福祉活動の財源となっている賛助会費や共同募金などについて、地域に根差した参加手段

として共感を得られるよう、仕組みや使途についての理解の促進を進めます。 

・つづきふれあい助成金の立ち上げ助成の新設   

・ふれあい助成金、善意銀行配分等、団体等への助成制度の見直し 
 

２ 地域福祉保健計画の推進 

各分科会や地域の皆さまと策定した第３期地域福祉保健計画は２年目を迎えます。区域計画につ

いては、本会としては、特に障がい分野での役割が大きく、障害福祉分科会を中心に、地域での障

がい理解の取り組みを推進します。また、連合自治会町内会や地区社会福祉協議会が主体となって

策定した地区別計画の取組を区、地域ケアプラザとの３者の連携により支援していきます。 
 

３ あんしんセンター事業の推進 

金銭管理などの支援が必要な方へ本事業が結び付けられるよう、区役所や地域ケアプラザ、基幹

相談支援センターなどの関係機関との連携を深めるとともに、地区社協や地域で行われる様々な活

動の場面での周知などを通じて、潜在的なニーズ把握に努めます。 

また、必要に応じて地区担当や他事業担当とケースを共有し、個別支援のノウハウや視点を地域

支援に活かしていきます。 

・地域ケア会議や地区社協定例会など様々な機会を活用した事業の地域への浸透 

・モニタリングに基づく契約者への効率的、効果的な支援の実施 
 

４ ボランティアセンターの推進 

○ボランティア活動の推進 

ボランティアセンターを本会の相談事業の中核として捉え、単なるマッチングにとどまることな

く、寄せられる様々な相談を地域課題として捉え、社協内の事業連携はもとより、必要に応じて地

区社協や地域ケアプラザなどの関係機関、団体等とも連携して、解決に向けて取り組みます。 

○区災害ボランティアセンター運営の検討 

発災時に区災害ボランティアセンターが迅速かつ有効に機能するよう、マニュアルや職員体制な

どを含めた運営体制、連絡体制などを確認し、より実態に即した体制を整備します。また、市災害

ボランティア支援センターなどの関係機関との連携体制を整備し有事に備えます。 
 

５ 社会福祉法改正への対応 

社会福祉法の改正を受け、評議員等の地域人材の紹介等、社会福祉法人からの要請に協力すると

ともに、部会や分科会を通じて、福祉施設等が行う地域貢献活動の具体的な事例の共有を図るなど

の支援を進めます。また、区社協自らも社会福祉法人として適正な法人運営に取り組みます。 
 

６ 事務局組織の強化 

職員が一体となった働きやすい職場環境づくりを進めるとともに、地域支援業務へ注力できるよ

う、事務処理の適正化、効率化に取り組みます。 
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＜各 事 業＞ 

Ⅰ 子育て・青少年の育成支援                       
 

１ 子ども・青少分野の取組の推進（児童福祉分科会、地域福祉保健計画事業）  
 

児童福祉分科会を中心として、第３期都筑区地域福祉保健計画の取組を推進するとともに、区

や各子育て支援機関との連携により、次の活動を行います。 

○子育て支援ネットワーク会議への参画 

  区や子育て支援センター「ポポラ」と共に、区域、地域で行われる子育てネットワーク会

議を通して、課題の共有を行うとともに、地域全体で子育てを応援する風土づくりを進めま

す。        

○子どもの貧困を取り巻く地域課題への取組 

地域で行われているいわゆる「子ども食堂」等の居場所づくりの取組を支援するとともに、

困難を抱える子ども、若者、家庭に対する支援の方法について関係機関とともに検討します。 

        

 

２ 子育てサークル等への支援（善意銀行助成金）  
 

区や関係機関と連携し、子育て支援団体、子育てサークルへの活動を支援し、グループへの助

成を行います。 

【H28】11団体 

 

 

Ⅱ 高齢者・障がい児者の支援                     
 

１ あんしんセンター事業（重点３）  

 

（１）権利擁護事業の実施  
生活や金銭管理、成年後見制度など幅広く権利擁護に関する相談を受け、高齢の方や障がい

のある方の財産や権利を守り、安心して日常生活が送れるよう契約等によるサービスを提供し

ます。 

○権利擁護に関する相談の実施 

生活や金銭管理、成年後見制度など幅広く権利擁護に関する相談を実施します。 

また、本事業に該当しない相談についても、必要に応じて関係機関や地域などとも連携

し支援の方向を検討していきます。  【H28】初回 58件、継続相談 2,864件(２月末)  

○契約によるサービス提供 

契約に基づき、福祉サービスの利用や日常的な金銭管理などが困難な、高齢の方や障が

いのある方の生活を支援します。 

・福祉サービス利用援助、定期訪問・金銭管理サービス 

・預金通帳など財産関係書類等預かりサービス    【H28】契約者数 39名(２月末) 

○権利擁護事業や成年後見制度の普及啓発 

区、地域包括支援センター、基幹相談支援センターとの連携を深めるとともに、地域で

行われる会食会やサロン、高齢者施設、障がい者施設・団体等の様々な場面を通じて、「啓

発講座の開催」、「利用対象別の広報リーフレットの配布」などにより、権利擁護事業や

成年後見制度の普及・啓発に努めます。                 【H28】６回 

（市社協委託料・利用収入）462 千円 [466 千円] 

【事業計画のみかた】 

（財源）29 年度予算額 [28 年度予算額] 

 

【H28】○○回  ＝28 年度実績 
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○成年後見サポートネットによる関係機関のネットワークの推進 

「成年後見サポートネット」について区と協働事務局を担います。必要な方が適切に成

年後見制度を利用できるよう、福祉保健の相談機関と法律や福祉の専門家による事例検討

会や情報交換等を行い、区内の権利擁護関係者の連携を図ります。     【H28】５回   

○つづき障害者後見的支援センター リリーフ・ネットとの連携 

障がいのある方々が地域でより住みやすく生活していくことを目的に設置された「リリ

ーフ・ネット」と協力し、後見的支援制度登録者への相談対応や成年後見制度の活用を進

めます。 

○適正な運営体制の整備 

モニタリングに基づいた契約者への支援を定着させるとともに、ケース検討などを通じ

て、職員のスキルアップを図ることで、契約者の増に対応できる職員体制を整備します。 

また、横浜市社会福祉協議会で実施している市民後見人バンク登録者へ他機関との連携

した継続的な支援を行います。 

             

２ 外出支援・送迎サ－ビス事業 

 

一般の交通機関を利用することが困難な高齢者や障がい者等を対象に、ボランティアの運転に

よる送迎車輌で、医療機関への通院や社会参加のための送迎を行います。 

また、移動情報センター事業の実施に向けた対応を行います。 

○外出支援サービス事業の実施（市委託事業） 

○送迎サービス事業の実施（独自事業） 

○安全な運行管理の実施 

・送迎ボランティア交流・研修会の実施（年３回） 

・安全運転講習会への参加（年１回） 

・福祉有償運送運転者講習会への参加（新規登録ボランティア対象） 

【H28】市委託分 1,489件、区社協独自 1,003件、送迎ボラ交流・研修会３回(２月末)  

 

３ 高齢者支援事業（重点２）（高齢福祉分科会 地域福祉保健計画事業） 
   

高齢福祉分科会を中心として、第３期地域福祉保健計画の取組を推進するとともに、区や各地

域ケアプラザとの連携により、次の活動を行います。 

○地域ケア会議等への参画 

各地域包括支援センターが開催する地域ケア会議を通し、課題の共有を行うとともに、区

社協、地区社協活動の連携により解決に向けて取り組みを進めます。 

○区役所、地域包括支援センター、事業所等関係機関の連絡会への参加 

○区老人クラブ連合会との連携強化 

区老人クラブ連合会が行う事業や友愛活動などとの連携を深め、高齢者の生きがいづくり

や健康づくりを支援します。 

○認知症高齢者への支援 

認知症の人やその家族、地域住民等が、気軽に集える「サロン」や「カフェ」の活動を支

援します。また、認知症サポート連絡会や認知症カフェ連絡会への参加や、SOS徘徊高齢者ネ

ットワーク連絡会への協力など、認知症についての普及啓発に取り組みます。 

○社会福祉施設と地域の連携推進 

社会福祉法人が行う地域貢献の一環として社会福施設の専門的な機能を地域で生かせるよ

う、地域や関係団体との連携を図ります。 

○最高齢者に対する表敬事業の実施 

 

 

（賛助会費・市社協委託料・利用料収入）5,394千円［5,350千円］                      

千円    [   千円] 
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４ 障がい児・者支援事業（重点２）（障害福祉分科会 地域福祉保健計画事業） 

（１）第３期地域福祉保健計画の推進 

障害福祉分科会を中心として、第３期地域福祉保健計画の障害分野の取組を推進します。 

○つづきチャレンジドの推進 

障がい児者自らが障がいがあることを、周囲にバッジを通して発信する「つづきチャレン

ジド」の取組を推進します。また、障がい児者だけではなく、多くの方がバッチをつけて「つ

づきチャレンジド」の啓発を行う「緑のリボンをつけて応援しよう」の取組を推進します。 

○民生委員児童委員をはじめとする地域と障害福祉分科会の連携 

障がい児者世帯が地域とつながるための民生委員との情報交換の場づくり、地域とのつな

がりづくりの推進をします。 

○障害者週間キャンペーンの実施 

「障害者週間」（12 月３日から 12 月９日までの１週間）に合わせ、関係機関と連携しなが

ら、障がい者理解を目的としてキャンペーン活動を行います。 

○福祉教育の推進 

障がい当事者や家族、支援機関等による福祉教育プログラムを用いた地域や学校への啓発

を進めます。   【H28】分科会３回、バッチチーム会議７回、福祉教育チーム会議 11回 

民生委員連携チーム７回、障害者週間ｷｬﾝﾍﾟｰﾝチーム１回 

 

（２）学齢障がい児余暇支援事業  
地域住民、関係機関の連携により、学齢期の障がい児がいる世帯との地域とのつながりづく

りを目的に、余暇支援事業を行います。 

○くずがやゆめひろば 

葛が谷地域ケアプラザエリアの５地区社協、地域訓練会等による実行委員会形式で開催 

○せせらぎフレンズ 

新栄地域ケアプラザエリアで新栄高校等と協力して実施    【H28】各年２回、計４回 

 

（３）福祉農園（実行委員会形式） 
サツマイモの苗植えから収穫までを体験するとともに、収穫時には障がい児者とその家族や

地域の方々がともに交流を図る福祉農園の事業の事務局を担います。 

事業の実施に際しては、模擬店の出店などを障がい関係団体や地区社協の協力により実施し

ます。                             【H28】約 5,000名参加 

 

（４）各種連絡会への運営・参加協力  
区域の各種連絡会へ参画し、地域における障がい児者支援について関係機関と連携を図りま

す。また、地域活動センター等への参画を行います 

○都筑区自立支援協議会（共同事務局） 

○都筑区障害児者福祉団体連絡協議会、地域活動支援センター・地域作業所ネットワーク「て

つなぎつづき」等への参加 

○地域活動ホーム、地域活動支援センター、グループホーム等へ運営委員等として参加 

 

 

（善意銀行） 900 千円 [900 千円] 

（共同募金） 160 千円 [160 千円] 
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Ⅲ 地域福祉推進の基盤づくり                       
                                      

１ ボランティア活動の推進（重点４） 

                     

（１）ボランティアセンターの運営   [都筑区社会福祉協1] 

○ボランティアセンター運営委員会の実施 

活動しているボランティアや地域の方々の意見を反映した事業を行うため、ボランティ

アセンターの運営方法や事業の方向性などを協議します。（年２回）   【H28】年２回 

○ボランティア相談・調整事業 

区域のボランティアセンターとして、さまざまな相談に対応するとともに、ボランティ

ア活動希望者へ受付・登録・派遣、登録後のフォロ－などを行います。 

寄せられる相談のうち、ボランティアセンターだけでは対応が難しい相談や地域での支

援の必要性が高いものについては、地域課題として捉え、社協内の事業連携はもとより、

必要に応じて地区社協や地域ケアプラザなどの関係機関、団体等とも連携して、解決に向

けて取り組みます。 

【H28】ボラ依頼 174件、新規登録者 67名・９団体（２月末） 

○登録ボランティアの活動支援及び状況把握 

個人および団体のボランティア活動をしたいというニーズに対し、活動の場を紹介する

とともにフォローアップに努めます。 

また、個人登録ボランティアの登録更新や個人ボランティア交流会等の実施により、登

録者の活動経過や現状の把握を行います。 

○ボランティア団体交流会の実施 

ボランティア団体の活動経過や現状の把握、ボランティア活動の情報提供、またボラン

ティア同士が横のつながりを持つことで悩みや課題・その解決策を共有し、より円滑な活

動につなげるため、ボランティア分科会等で方向性を検討の上、団体交流会を開催します。

（年２回程度）                     【H28】団体交流会 年２回 

○ボランティア広報啓発事業  

 ・ボランティア情報紙「どっと来い」の発行（年３回）         【H28】年８回発行  

  従来の送付先であるボランティア団体・関係機関に加え、個人登録者へも送付します。 

・ホームページによるボランティア情報等の提供（随時）    【H28】51件(２月末) 

    ・メールマガジンによる情報提供（あいちゃんボランティア（後述）と合同、月 1回） 

   【H28】年 12回 

    ・福祉保健活動拠点内ボランティア情報コーナーの設置、運営（常時） 

・地区センター等でのパネル展示（年２回程度）             【H28】年２回 

○ボランティア講座の開催 

ボランティア活動に参加するきっかけをつくるため、また、現在活動している方が必要

な知識・スキルを得られるよう、関係機関と連携しボランティア講座を開催します。 

また、他機関が主催する講座等へ依頼に応じて対応し、ボランティア活動への呼びかけ

を行います。              【H28】主催２講座（延べ９回）・協力６講座 

○ボランティア団体への活動支援 

・ボランティア・市民活動等分科会の開催（別掲） 

    ・ボランティア団体等交流会（再掲） 

    ・つづきふれあい助成金（別掲）等による活動団体への運営支援 

    ・ボランティア保険の受付 

    ・助成金情報、研修、講座などの情報提供及び活動支援                       

 

（区委託費、賛助会費） 2,525 千円 [2,588千円] 
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（２）ボランティア活動への参加よびかけ    
○ボランティア・市民活動等分科会を中心とした地域福祉保健計画の推進 

地域にボランティアを増やし、活動が続けられるように、またボランティア同士が横に

つながるための仕組み作りに向けて、ボランティア交流会や研修会等の企画検討を行いま

す。                                【H28】年６回 

○あいちゃんボランティア事業の推進 

区役所との協働で、あいちゃんボランティア登録の呼びかけ及び登録者へのボランティア

関連情報の発信を行います。 

・あいちゃんボランティア登録者へのボランティア情報の発信（再掲） 

・福祉保健活動への参加の促進 

 

２ 災害ボランティアセンター運営体制の整備（重点４） 

 
災害発生時に設置される「都筑区災害ボランティアセンター」において、全国から集まるボラ

ンティアをスムーズに受け入れ、必要なところへ迅速に派遣を行う体制を平常時より整備します。 

センターが迅速かつ有効に機能するよう、マニュアルや職員体制などを含めた運営体制、連絡

体制など改めて確認し、より実態に即した体制を整えるとともに市災害ボランティア支援センタ

ーなどの関係機関との連携体制を整備することで、有事に備えます。 

 

（１）都筑区災害ボランティアセンター体制整備    
○都筑区災害ボランティアネットワークとの協働 

・コーディネーターのスキルアップ等の支援                         【H28】年１回 

・センター立ち上げシミュレーションの実施             【H28】年１回 

・ブロック（港北・緑・青葉・都筑）会議への参加                    【H28】年２回 

○区災害対策本部との連携 

・区との「協定」に基いた災害ボランティアセンターの運営に関する事前準備 

  ○事務局体制の整備 

    ・実態に即した職員体制、連絡体制の検証 

（２）地域防災拠点との連携  
○地域防災拠点運営委員と災害ボランティアネットワークの合同訓練：年 1回  

【H28】年 1回 

○地域防災拠点連絡会への参加                     

 

３ 善意銀行の運営 
 

区民、区内企業、団体等から寄せられた善意の寄付の受付を行います。 

寄せられた寄付については、都筑区内の福祉活動の推進を目的に、福祉活動団体や障がい当事

者団体等に配分します。配分要綱に沿い、広く配分希望団体を公募します。 
【H28】配分実績 41件 3,098千円 

 

４ 都筑区福祉保健活動拠点「かけはし都筑」の運営 

 

 

福祉保健活動拠点指定管理者として、ボランティアに関する相談及び育成、地域福祉保健活動

への個人・団体への参加及び連携に関する支援、施設の利用調整及び保守管理業務を行います。  

区受託金収入、利用料収入 16,187 千円 [15,969 千円] 

（市社協補助金） 80 千円 [80 千円]                    

千円  [   千円] 
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地域住民の自主的な福祉活動・保健活動の中核となるよう、利用促進を進めます。また、拠点

登録団体の交流会を通じ、新たなネットワークづくりや地域福祉活動の活性化を図ります。 

 

  ○拠点利用団体＆ボランティア交流会の開催（年２回） 

  ○利用団体情報紙「かけはし都筑インフォメーション」の発行（年３回） 

○防災訓練の実施(年２回) 

○ホームページでの拠点登録団体情報の提供             

【H28】登録団体 175団体、利用件数 1,772件(２月末) 

 

５ 地域への福祉啓発事業 

 

（１）広報紙「しゅんらん」の発行   

区社協広報紙「しゅんらん」を発行します。区社協や地区社協の活動など、身近な地域で行

われている福祉活動を紹介することで、区民への福祉の啓発や参加を促します。広報紙（世帯

回覧）版の発行にあたっては地区社協から選出された編集委員会で検討し発行します。 

   ○発行予定   年２回 

○形 態    タウンニュース掲載版 ： ６月 

広報紙（世帯回覧版）版： ２月          【H28】年２回発行 

 

（２）ホームページの運用   

ホームページを通じて、広く地域の活動や社協情報などを提供します。定期的に更新し、タ

イムリーな福祉情報の提供を行います。 

 

★ホームページアドレス http://www.tuzuki-shakyo.jp/ 

【H28】75回更新・訪問者数 65,161名（２月末） 

（３）社会福祉大会の開催  

長年功績のあった社会福祉関係者や団体の顕彰を行うとともに、区民への福祉啓発の場とし

て社会福祉大会を開催します。多くの人に参加していただけるよう実行委員会で開催方法を協

議し開催します。 

○期 日  平成 29年 12月２日(土） 

○会 場  都筑公会堂                     【H28】参加者 374名 

 

（４）ささえ愛福祉週間の開催    

地区社協・当事者団体・ボランティア団体等の福祉活動団体の活動紹介を通じ、福祉啓発の

場として、障害者週間と連働して開催します。 

○期 日  平成 29年 11月 30日（木）～２日（土）予定 

○会 場  都筑区役所区民ホ－ル他                         【H28】62団体参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同募金配分金 597 千円 [597 千円] 
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Ⅳ 地域福祉推進のための事業                    
 

１ 「身近な地域のつながり・支えあい活動」の推進（重点１） 
 

 

制度の狭間にある一人ひとりの課題や困りごとを住民とともに解決にむけて取り組む身近事業

の考え方を基盤として、地域住民とともに深刻になる前に発見し、身近な地域で見守り支えあえ

る地域づくりを進めます。 

 

○地域ケア会議、ささえ合いマップの活用等による個別ニーズの把握と対応 

○地域アセスメント・地域支援計画の推進 

 

２ 生活支援体制整備事業の推進（重点１） 

 

区役所や地域ケアプラザとの一体的な地域支援により、地域の支えあい活動が一層充実するよ

う、活動団体や活動者の支援に取り組みます。 

 

○第２層生活支援コーディネーターの支援を通じた地域支援の推進 

○区の連携による区域全体の課題整理、協議体の運営 

 

３ つづき ふれあい助成金などを通じた福祉保健活動への支援（重点１） 
 

 

ボランティア活動団体・市民活動団体や障がい当事者団体が継続的な活動が行えるよう、団体

が行う事業に対し、「つづき ふれあい助成金」により助成を行います。また、助成団体の活動状

況を把握し、継続的な支援につなげます。 

平成 29年度は、つづきふれあい助成金事業に、生活支援を行う活動などを新たに立ち上げる団

体への助成区分を新設するとともに、より効果的な助成となるよう本会行う助成事業の見直しを

進めます。 

 

  ○各種団体助成の実施・情報提供 

   ・つづき ふれあい助成金      ・善意銀行配分（再掲） 

   ・つづき あい基金助成      ・年末たすけあい金事業助成        

・民間助成金情報の提供 

  ○つづきふれあい助成金の立上げ助成の新設（40,000円） 

○ふれあい助成金、善意銀行配分等、団体等への助成制度の見直し 

  【H28】ふれあい助成金 108件 7,398,000円 

 

４ 年末たすけあい配分金事業（重点１） 

 
地域福祉の推進のために、地域の福祉団体が年末に行う事業、地区社会福祉協議会が実施する

地域の要援護者等の地域見守り事業に助成します。 

 

○年末に地域の福祉団体が行う事業への配分 

○地区社協が行う地域の見守り事業への配分 
   【H28】地区社会福祉協議会 15地区 2,397,000円 

福祉団体 44団体 1,381,000円 

ふれあい助成金（共同募金配分金・市社協補助金） 7,944 千円  [7,565 千円] 

 

（市社協補助金） 200 千円 [200 千円] 

 年末たすけあい配分金  4,500千円 [4,500千円] 

（市社協補助金） 200 千円 [200 千円] 
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５ 地区社会福祉協議会の支援（重点１） 
 

地区社会福祉協議会活動が円滑に進むよう、活動の支援・課題検討・活動費助成などを行いま

す。地域に最も身近な存在である地区社協において、地域でのささえ合い活動が着実に推進され、ま

た、地域内のさまざまな団体のネットワークの中核として、団体や活動の把握や支援ができるよう、

地区社協の支援を進めます。 

 

（１）地区社協分科会・事務局長会議の開催   
○地区社協分科会    年４回（うち２回は事務局長との合同会議） 

   ○地区社協事務局長会議 年８回（うち２回は会長との合同会議） 

【H28】分科会４回、事務局長会議８回 

（２）地区社協研修会の開催   
地区社協役員・活動者を対象とした地区社協関係者向け研修を開催します。（年２回） 

開催にあたっては、企画立案から地区社協の参画による研修検討委員会で検討を行います。 

【H28】２回開催    

（３）地区社協ヒアリングの実施   
各地区社協と活動状況の確認や課題の共有・事業方針の検討等を行い、区社協が進める地域

支援のための基本方針の一助とします。                 【H28】２回開催 

 

（４）地区社協活動の広報・ＰＲ  
地区社協の活動を広く周知するため、各種事業において情報提供を行います。 

○ホームページによる地区社協情報の提供 

○区社協広報誌での活動紹介 

○ささえ愛福祉週間などのイベントでのＰＲ など  【H28】ホームページでの紹介 42回 

 

（５）地区社協活動の支援  

○地区担当職員制の実施 

地区担当職員を置き、各地域ケアプラザと一体的に、地域の活動把握、ニーズ把握を進

め、地域支援と各地区社協の運営支援を行います。 

○地区社協活動運営費の交付 

活動費（世帯割・事業割）を交付し、地区社協活動を支援します。 

○賛助会費還元金の交付 

集められた区社協賛助会費の 50％を地区社協へ交付し、地区社協活動を支援します。 

 

６ 都筑区地域福祉保健計画の推進（重点２） 

 

（１）第３期都筑区地域福祉保健計画の推進 
第３期都筑区地域福祉保健計画を推進します。区域計画の推進にあたっては、特に、本会の

担う役割が大きい障がい福祉分野の取組について、障害福祉分科会を中心に、地域における障

がい理解の取組を推進します。 

また、連合自治会町内会や地区社会福祉協議会が主体となって策定した地区別計画の取組を

区、地域ケアプラザ、本会との３者の連携により支援します。 
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（２）「つづき あい基金」の運営及び活動助成 
地域福祉保健計画を推進するために設置した「つづき あい基金」の運営を行います。 

○地域福祉保健計画を推進する活動への助成    【H28】活動助成 12団体 887,000円 

（「つづき あい基金」活動助成審査会の開催） 

○計画の広報、ＰＲ活動 

○都筑区チャリティーゴルフ大会の運営（実行委員会） 

 

（３）あいちゃんボランティア登録推進事業（再掲） 

 

（４）分科会を中心とした分野別の計画の推進（再掲） 

 

７ 福祉教育・福祉啓発、企業の地域貢献の推進 

 

（１）福祉教育･福祉啓発のための相談機能やＰＲ活動の充実  
学校や企業などで行われる福祉教育や、地域等が実施する福祉啓発に関する相談や協力者紹

介などのコーディネートを行います。 

特に、障がい関係団体とともに、障がい種別に応じた福祉教育プログラムを活用した、障が

い理解の啓発に取り組みます。プログラム集などの活用を通じて、地域ケアプラザや地区社協

と連携しながら福祉教育の必要性を啓発していきます。 

【H28】小学校８件(５校)、中学校４件(３校) 

（２）中高生のボランティア体験講座（「はあと deボランティア」） の開催 
関係機関（区役所、多文化・青少年交流プラザ）と連携し、区内の福祉施設や、各種地域団

体、地域のボランティアグループ等の協力のもとに、中・高校生を対象としたボランティア活

動の体験事業を実施します。            【H28】参加者数 242名（延べ 763名） 

 

（３）先生のための福祉講座の開催 
市・区社協共催により「先生のための福祉講座」を開催し、教員を対象に地域福祉や障がい

などについての理解を促し、学校と地域の連携を進めます。 

 

（４）企業の地域貢献に関する相談機能やＰＲ活動の充実  
企業の地域貢献に関する相談対応や情報提供などのコーディネートや、プログラム集などを

活用し、企業の地域貢献の必要性をＰＲします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（善意銀行） 1,794 千円 [1,500 千円] 

（市社協補助金・賛助会費） 105 千円 [105 千円] 
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Ⅴ 適正な組織運営の推進                                
 

１ 理事会・評議員会・監事会の開催 
  

地域福祉の推進を目的とする組織として、地域に根ざした活動を推進するため、会員相互の連

携による組織運営を行います。 

○理事会：年５回   ○評議員会：年３回   ○監事会：年１回 

【H28】理事会４回、評議員会３回、監事会１回 

２ 会員の拡充と分科会の開催 

 

（１）部 会   
   ○地域福祉関係団体     ○当事者団体     ○専門機関   ○学識経験者 

 

（２）分科会    
   ○民生委員児童委員      ○地区社会福祉協議会  ○自治会町内会  

   ○ボランティア・市民活動等  ○障害福祉       ○高齢福祉 

   ○児童福祉          ○地域福祉保健団体 

 

（３）委員会     
   ○企画経営委員会            ○ボランティアセンター運営委員会 

   ○つづきふれあい助成金配分委員会    ○顕彰委員会 

 

３ 賛助会員の募集 
 

地区社協と協働し、社会福祉協議会の活動を財政面で支える賛助会員の募集を行います。 

また、賛助会員への地域の福祉活動などの情報提供を効果的に行うことで、広く地域福祉への

啓発を行います。                         【H28】6,769,760円 

 

４ 事務局組織の強化（重点６） 

       

（１）適正な法人運営 
各種法令等に基づき、適正な事務処理を行います｡ 

また、情報公開、個人情報保護、苦情解決等への取組により、透明性の高い事業運営を行い、

適正かつ効率的な事務処理を行うとともに、安定した財源確保に努めます。 

 

（２）地域福祉推進のための職員の育成 
   地域福祉の推進を担う職員としての資質の向上を目指し、市社協人材育成計画及び人事考課

制度に基づき、計画的な職員育成を行います。また、全職員が地域支援を進めるために必要な

知識、技術の研鑽に努めます。 
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Ⅵ．その他の事業                              
 

１ 共同募金・年末たすけあい募金への協力 

 

社会福祉団体の活動、住民参加型の地域たすけあい活動への援助等を目的に、自治会町内会や

民生委員児童委員等にご協力いただき、戸別募金や街頭募金などの募金活動を行います。 

（＊県共同募金会横浜市都筑区支会に協力） 

 
２ 生活福祉資金の貸付・援護事業 

 

（１）生活福祉資金の貸付  
低所得世帯や高齢者・障害者の世帯等に対し、生活の安定と経済的自立を図ることを目的に、

一時的な資金の貸付と必要な相談支援を行います。 

 

・福祉資金   ・教育支援資金   ・総合支援資金  ・緊急小口資金 

・不動産担保型生活資金(要保護世帯向け含む) 

 

（２）災害見舞金の給付  
   火災・風水害等の災害時に、住家に被害を受けた罹災世帯に見舞金を給付します。  

 

（３）交通遺児援護金  
   神奈川県社協「交通遺児援護事業要綱」に基づき、激励金等を対象者に支給します。 

 

３ 各種福祉関係団体事務局の運営 

 

（１）神奈川県共同募金会横浜市都筑区支会  

（２）日本赤十字社神奈川県支部横浜市地区本部都筑区地区委員会  

（３）都筑保護司会         

（４）都筑区更生保護女性会  

（５）都筑区更生保護協会      

（６）都筑区戦没者遺族会  

（県社協受託金） 3,117 千円 [3,134 千円] 

（共同募金） 100 千円 [100 千円] 



29年度
事業計画

<子ども・青少年分野の取組の推進>

④
中学生、高校生の社会福祉に対する意識啓発やボランティア活動のきっかけづくりのた
め、様々なボランティア体験を行う機会を提供する「はぁとｄｅボランティア」を、つ
づきＭＹプラザや青少年指導員と協働して実施します。

Ⅳ-７

● ⑤
青少年の福祉保健分野への理解促進や啓発のため、障害児者団体や地区社会福祉協議会
と協働で車いす体験や手話体験等の福祉教育に取り組みます。 Ⅳ-７

①
養育に不安を抱える家庭に対し適切な対応を行うために、関係機関や地域の子育て関係
者との情報共有や研修を実施し、連携を深めていきます。 Ⅰ-１

②
養育に不安を抱える家庭の支援に取り組むために、地域への啓発活動として講演会や研
修会等を開催するとともに、子育て情報の発信に取り組みます。 Ⅰ-１

①
身近な地域における子育て支援を充実させるため、　「地域子育て支援者」や子育て支
援団体、地域子育て支援拠点や「親と子のつどいの広場」等のネットワークを形成し、
活動を支援します。

Ⅰ-１

<高齢者分野の取組の推進>

③
地区センター等で行われている活動や老人クラブなどの地域の活動と連携して、高齢者
の健康づくりを推進します。 Ⅱ-３

④
元気な高齢者が自ら担い手として地域活動に参加できるよう、活躍の支援とネットワー
クづくりに取り組みます。 Ⅱ-３

①
高齢者が身近な場で介護予防活動に参加し、自立の意欲を　高められるよう、「元気づ
くりステーション」や困りごとを話したり交流ができる場となるサロン等を地域の方と
ともに整備します。

Ⅱ-３

②
地域でその人らしく生活を続けることができるよう、民生　委員・児童委員や地域の
様々な団体と連携し、見守りや配食などその地域に合った生活支援サービスを提供する
仕組みづくりを進めます。

Ⅱ-３

③
在宅での支援を必要とする高齢者を地域の中で支えていくために、新たな担い手を老人
クラブなどで活躍する元気高齢者や現役世代で増やしていきます。 Ⅱ-３

● ⑤
公共交通機関の利用が困難な高齢者の移動を支援するため、通院介助や、外出支援など
の送迎サービス事業を実施します。 Ⅱ-２

①
見守り支え合う意識を醸成するため、認知症サポート連絡会と　協働し、「認知症サ
ポーター養成講座」や「人材育成講座」を開催するとともに、認知症予防や認知症の対
応について様々な機会をとらえ普及啓発を行います。

Ⅱ-３

②
支援が必要な人が適切な時期に関係機関につながることができるよう、民生委員・児童
委員や地域関係者とのネットワークを強化し、自治会町内会等への出張相談や出前講座
を開催するなど、外出が難しい高齢者にとっても身近な相談窓口の場を増やします。

Ⅱ-３

③
認知症の方やその家族の居場所となるとともに、地域の誰もが参加できる認知症予防の
普及啓発の場でもある「認知症カフェ」の立ち上げや運営を支援します。 Ⅱ-３

⑥
徘徊の疑いがある高齢者を見守る仕組みである「はいかい高齢者等ＳＯＳネットワー
ク」の充実を図り、認知症高齢者を地域で見守る体制づくりを進めます。 Ⅱ-３

● ⑨
高齢者の権利擁護の推進や高齢者虐待防止のために、成年後見制度の普及啓発や成年後
見サポートネット等の活用、あんしんセンターの活用促進などに取り組みます。 Ⅱ-１

④
社会福祉法人の地域貢献の一環として、高齢者関係施設も地域の一員とし、その専門的
知識や機能を地域で活用できるよう、地域や関係団体との連携を図ります。 Ⅱ-３

第３期都筑区地域福祉保健計画　区社協事業一覧

３　配慮を必要とする子どもや家庭への適切な支援

４　地域全体で子育てを応援する風土づくり

１　高齢者の健康づくりと社会参加

２　高齢者の健康づくりと社会参加

３　認知症予防と認知症になっても安心して暮らせる地域づくり

１　子どもの発達段階に応じた自立の支援

第３期都筑区地域福祉保健計画　取組内容

４　高齢者の在宅生活を支える仕組みづくり
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29年度
事業計画第３期都筑区地域福祉保健計画　取組内容

＜障害者分野の取組の推進＞

①
障害のある方が地域で暮らしやすいよう、障害への理解を深めるために、効果的な広
報・啓発活動に取り組みます。 Ⅱ-４

● ②
広く区民への障害理解の促進を図るため、家族、支援者等と協働しながら障害者自身が
主体となって障害者週間キャンペーンを実施します。 Ⅱ-４

● ③
子どもの頃からの障害理解の促進のため、学校教諭等や障害関係者と連携して福祉教育
を実施します。 Ⅱ-４

● ①
障害者と地域の方が一緒にさつまいもの苗植えや収穫を行う福　祉農園事業や区民まつ
りでの出店等を充実させ、障害者やその家族と地域がつながるきっかけづくりや顔の見
える関係づくりを進めます。

Ⅱ-４

● ②

障害者が家庭や学校だけでなく、自身が住んでいる地域で安心できる時間や楽しい時間
を過ごしたり、障害者同士やその家族と地域の福祉関係者がつながるきっかけを作るた
め、「くずがやゆめひろば」や「せせらぎフレンズ」などの余暇活動を支援する取組を
推進します。

Ⅱ-４

● ③
障害への理解を深め、障害者と地域との顔の見える関係づく　りを推進するために、地
域の会合や研修会などの機会を通じて、自治会・町内会や地区社会福祉協議会をはじめ
民生委員・児童委員、保健活動推進員など地域住民との連携を進めます。

Ⅱ-４

● ④
周囲が声を掛けやすく、手助けしやすい環境をつくるために、障害者自らが障害がある
ことをバッチ等の活用により発信する「つづきチャレンジド」の取組を広めていきま
す。

Ⅱ-４

● ⑤
移動に困難を抱える障害者を支援するため、一人ひとりの状況に応じてサービス事業者
等の情報提供や紹介を行います。 Ⅱ-２

⑥

ライフステージや生活環境に応じた切れ目のない支援が届くよう、自立支援協議会や障
害児者福祉団体連絡協議会、地域活動支援センター・地域作業所ネットワーク「てつな
ぎつづき」、社会福祉協議会障害福祉分科会等の区内障害者団体のつながりの強化に取
り組みます。

Ⅱ-４

● ⑦
障害者の社会参加を進めるため、障害者や家族自らが障害種別に応じた福祉教育プログ
ラムを作成し、それを活用して学校や地域へ福祉教育を行う取組を支援します。 Ⅱ-４

⑧
障害者の安全・安心な暮らしの環境づくりや地域とのつながりづくりを進めるために、
地域防災拠点での訓練に障害者がより参加できるように支援します。 Ⅱ-４

● ⑨
障害者が地域で安心して生活できるよう、成年後見制度の普及啓発やあんしんセンター
のサービスの促進をはかり権利擁護を進めます。また、後見的支援制度の利用促進によ
り地域での見守りや生活支援を推進します。

Ⅱ-１

＜健康づくり分野の取組の推進＞

(1)運動習慣の定着に向けた取組

⑤

親子の外遊びのきっかけや機会を提供する「外遊びキャラバン隊」や市立保育園におけ
る園庭開放の開催、元気高齢者の育成のための「元気づくりステーション」や「サロ
ン」の開催支援、地区センター等で行われている活動や老人クラブなどの地域の活動と
の連携など、それぞれの世代にあった健康づくりの取組を実施していきます。【再】

Ⅱ-３

(3)その他の健康づくりを促進するための取組

①
区民が楽しく健康づくりに取り組むことができるよう、「健康スタンプラリー」や「シ
ニアボランティアポイント」などの事業への参加を呼びかけます。 Ⅱ-３

地域全体の健康づくりを推進するため、保健活動推進員や食生活等改善推進員などが行
う、健康づくりや予防の取組を支援します。 Ⅱ-３

１　心のバリアフリー

３　障害者の自立支援と社会参加

１　健康的な生活を送るための取組

２　区民の健康づくりサポーターの支援

２　顔の見える関係づくり
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29年度
事業計画第３期都筑区地域福祉保健計画　取組内容

＜地域福祉保健計画を推進する基盤づくり＞

①
同じ悩みや思いを抱える方々同士やその方々と地域とのつながりづくりを進めるため、
子育て世代や高齢者の方が集まる場づくりを支援します。 Ⅱ-３

②
地域における活動団体どうしのつながりを進めるため、活動団体の連絡会や研修会を開
催し、つながりづくりを支援します。 Ⅳ-５

④
年齢や性別、障害等の区別なく、すべての地域の方を対象にした多世代交流事業を実施
し、地域における顔の見える関係づくりを進めます。 Ⅳ-５

⑤
社会福祉法人の地域貢献の一環として、社会福祉施設も地域の一員とし、その専門的知
識や機能を地域で活用できるよう、地域や関係団体との連携を図ります。 Ⅱ-３

①
「ボランティアセンター」を中心として、地域にボランティアを増やし、活動が続けら
れるように、また、ボランティア同士が横に繋がるために、交流会の開催や情報誌の発
行等を通じ、ボランティア活動やボランティアグループを支援します。

Ⅲ-１

②
区民のボランティア活動や福祉活動への意識や意欲の向上を図るとともに、活動が活発
に行われる風土づくりを進めるため「あいちゃんボランティア登録制度」や「はぁとｄ
ｅボランティア」、福祉教育や福祉啓発事業に取り組みます。

Ⅳ-７

③
新たに地域で活動を始めようと思っている方やすでに地域で活動をしている方を対象
に、研修会を開催します。 Ⅳ-６

④
活動内容のＰＲや研修の開催等により、相談や見守り活動に取り組む民生委員・児童委
員が活動しやすい環境づくりを進めます。 Ⅳ-６

⑤
在宅での支援を必要とする高齢者を地域の中で支えていくために、新たな担い手を老人
クラブなどで活躍する高齢者や現役世代の中で増やしていきます。【再】 Ⅱ-３

● ⑥
地域における福祉保健活動の推進支援のため、財源面・組織面等において地区社会福祉
協議会の支援や基盤強化に取り組みます。 Ⅳ-５

● ⑦
「つづきふれあい助成金」や「善意銀行」、「年末たすけあい募金配分金」や「つづき
あい基金」を活用し、地域における福祉保健活動の推進を支援します。 Ⅳ-３

①
地域懇談会等の場において、自治会町内会や民生委員・児童委員などが地域の情報や課
題を共有し、その課題の解決に取り組めるよう支援します。 Ⅳ-５

②
区・区社協・地域ケアプラザによる地域福祉保健に関する取組を地域の方々に伝える場
を設けます。また、その取組の成果を評価する仕組みをつくります。 Ⅳ-５

③
地域の方々が地域課題の解決に向けた自主的な取組を進めていけるよう、地域における
福祉保健の取組の発表会の開催や、地域における福祉保健の取組や活動を紹介する情報
誌の発行を行います。

Ⅳ-５

● ④
都筑区社会福祉大会、ささえあい福祉週間、広報紙等を活用し、福祉の啓発に取り組む
とともに、情報発信に積極的に取り組みます。 Ⅲ-５

⑤

困難な課題や広域的な課題など個別の機関だけでは解決できない地域課題の解決に向け
て検討する場や機会として、地域の方も参加する子育て支援ネットワーク会議やボラン
ティアネットワーク会議、地域ケア会議や地域ケアプラザの運営協議会、支え合い連絡
会等の場を活用していきます。

Ⅳ-５

１　地域のつながりづくり

３　地域における情報の収集と発信

２　地域活動の担い手の育成・確保
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29年度
事業計画

1 身近な地域のつながり・支えあい活動推進事業の推進 Ⅳ-１

2 地域の支えあい活動のための担い手育成 Ⅳ-６

3 地区社協支援の強化 Ⅳ-５

4 区地域福祉保健計画(地区別計画)の推進 Ⅳ-６

5 生活困窮者自立支援施策への対応 Ⅵ-２

6 権利擁護事業の推進 Ⅱ-１

7 法人後見事業の推進 Ⅱ-１

8 市民後見人養成・活動支援事業の推進 Ⅱ-１

9 横浜市障害者後見的支援制度の推進 Ⅱ-１

10 幅広い福祉教育(啓発)の実施 Ⅳ-７

11 企業の地域貢献活動の充実に向けた支援 Ⅳ-７

12 当事者の想いが実現できる地域づくり Ⅱ-４

13 福祉保健従事者の育成 Ⅳ-６

14 「セイフティーネットプロジェクト横浜」支援事業の推進 -

15 地域福祉活動推進者の養成 Ⅳ-６

16 ボランティア活動の推進・支援 Ⅲ-１

17 福祉人材の確保支援 -

18 会員の拡充と連携による協議体としての機能強化 Ⅴ-２

19 市社協と区社協の部会(分科会)活動の推進 Ⅴ-２

20 部会を超えた課題解決の仕組みづくり Ⅴ-２

21 調査・研究・企画および広報機能の強化 Ⅲ-５

22 地域福祉活動財源確保の取組強化 Ⅴ-３

23 災害に備えた職員の配置体制や業務継続計画の整備 Ⅲ-２

24 人事異動、人事考課、研修を含めた人材育成の推進 Ⅴ-４

25 横浜市地域福祉保健計画の推進 Ⅳ-６

26 移動情報センター事業の推進 Ⅱ-２

27 外出支援サービス（委託事業）の移管に向けた取組推進 Ⅱ-２

28 生活福祉資金貸付事業の推進 Ⅵ-２

29 効果的な助成金制度の構築・実施 Ⅳ-３

30 市社協運営施設の機能強化 -

31 災害時のボランティアコーディネート機能の推進 Ⅲ-２

重点取組３　　幅広い福祉保健人材の育成

重点取組４　　会員活動と地域福祉の推進

重点取組５　　社協の発展に向けた運営基盤の強化

『横浜市社協　長期ビジョン2025』関連　区社協事業一覧

取組内容

重点取組１　身近な地域での住民のつながり・支え合い活動の推進

重点取組２　　地域における権利擁護の推進
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平成 29年度 収支予算書 
 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



平成29年度都筑区社協一般会計予算の状況

(単位：千円）

28年度予算額 29年度予算額 割合 増減額 説　明

7,831 7,948 9.7% 117 前年度実績により増額

3,500 4,500 5.5% 1,000 前年度実績により増額

20,010 17,792 21.7% △ 2,218

市社協補助金 6,216 6,280 64 ふれあい助成金補助金の増額

県社協補助金 50 50 0

区補助金 1,400 300 △ 1,100 福祉農園補助金が実行委員会へ直接補助になったことによる減

共同募金募金配分金収入 12,344 11,162 (13.6%) △ 1,182 配分実績に伴う減

24,529 24,186 29.5% △ 343

市区町村受託金 17,978 17,978 0

都道府県受託金収入 3,134 3,117 △ 17 生活福祉資金委託費の減

市社協受託金収入 3,417 3,091 △ 326 送迎サービス事業、権利擁護事業委託費の減

2,894 3,285 4.0% 391 権利擁護契約者数の増

109 108 0.1% △ 1

6,381 830 1.0% △ 5,551 満期を迎える債券がなく、購入する予定がないため

6,129 6,725 8.2% 596

13,424 16,528 20.2% 3,104

84,807 81,902 100% △ 2,905

28年度予算額 29年度予算額 割合 増減額 説　明

13,535 13,661 20.2% 126 サービス区分間繰出しの増

210 211 0.3% 1

4,147 4,108 6.1% △ 39 市社協補助金の減額のため

18,447 18,686 27.6% 239 人件費・光熱費・施設管理に伴う委託費など　前年度実績に伴う増

12,355 11,672 17.3% △ 683

3,501 5,710 8.4% 2,209 寄付実績に伴う増額

5,651 5,974 8.8% 323 前年度実績に伴う増額

466 462 0.7% △ 4

2,655 2,049 3.0% △ 606 福祉農園補助金が実行委員会へ直接払いとなったための減

4,565 4,944 7.3% 379 市社協補助金の増額に伴う増

5,851 104 0.2% △ 5,747 市債購入等の予定がないため

71,383 67,581 100% △ 3,802

収支差額（A－B） 14,321

都筑福祉基金

支出合計　B

共同募金配分事業

善意銀行配分事業

送迎サービス事業

権利擁護事業

地域福祉推進事業

つづき　ふれあい助成金

事業別支出項目

法人運営

ボランティアセンター事業

地区社協支援事業

福祉保健活動拠点運営

その他の収入

 サービス区分間繰入金収入

前年度繰越金

収入合計A

受託金収入

事業収入

基金果実等

財源別収入項目

会費収入

寄附金収入

補助金収入

＊平成29年度の収入予算総額は8,190万2千円です。28年度と比較して290万円余の減額となりました。寄付金収入を、実績に基づき

増額とした一方で、共同募金の配分金、権利擁護事業や送迎サービス事業など市社協からの受託金が減額となっています。また、

福祉農園補助金が実行委員会への直接補助になること、や債券購入の見込みがないことなども減額の要因です。

＊支出については、善意銀行配分事業について増額とした一方、共同募金配分事業や都筑福祉基金の減等により前年度より380万

円余の減額になっています。
＊29年度についても、引き続き寄付金や共同募金収入の増額に向けて取り組む必要があります。なお、収入財源の内、会費・寄付
金・共同募金配分金・基金果実の地域の方々からの収入は全体の約28.8％です。

法人運営, 

20.2%

ボランティアセ

ンター事業, 

0.3%

地区社協支援事

業, 6.1%

福祉保健活動拠

点運営, 27.6%
共同募金配分事

業, 17.3%

善意銀行配分事

業, 8.4%

送迎サービス事

業, 8.8%

権利擁護事業, 

0.7%

地域福祉推進事

業, 3.0%

つづきふれあい

助成金, 7.3%

福祉基金運営, 

0.2%

会費収入 9.7%  
寄附金収入 , 

5.5%

補助金収入 , 

21.7%

受託金収入 , 

29.5%

事業収入 , 

4.0%

基金果実 , 

0.1%

その他の収

入 , 1.0%

サービス区分間

繰入金, 8.2%

前年度繰越

金 , 20.2%

収入財源の内訳

事業別支出の内訳
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（単位：千円）

収入① 支出②
収支差額③
＝①-②

収入④ 支出⑤
収支差額⑥
＝④-⑤

収入⑦ 支出⑧
収支差額⑨
＝⑦-⑧

58,649 60,856 -2,207 0 0 0 6,725 6,725 0 0 -2,207 16,528 14,321

58,649 60,856 -2,207 0 0 0 6,725 6,725 0 0 -2,207 16,528 14,321

1 法人運営
12,496 9,545 2,951 0 0 0 1,165 4,116 -2,951 0 0 2,652 2,652

2 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ事業
180 211 -31 0 0 0 31 0 31 0 0 140 140

3 地区社協活動支援
660 4,108 -3,448 0 0 0 3,448 0 3,448 0 0 610 610

4 福祉保健活動拠点運営事業
18,208 17,986 222 0 0 0 478 700 -222 0 0 0 0

5 共同募金配分事業
11,168 11,672 -504 0 0 0 0 0 0 0 -504 4,397 3,893

6 善意銀行運営事業
4,501 4,710 -209 0 0 0 0 1,000 -1,000 0 -1,209 4,440 3,231

7 送迎ｻｰﾋﾞｽ事業
5,394 5,174 220 0 0 0 580 800 -220 0 0 690 690

8 権利擁護事業
462 462 0 0 0 0 0 0 0 0 0 23 23

9 地域福祉活動推進事業
550 2,044 -1,494 0 0 0 1,005 5 1,000 0 -494 2,490 1,996

10 つづきふれあい助成金配分事業
4,926 4,944 -18 0 0 0 18 0 18 0 0 0 0

11都筑福祉基金
104 0 104 0 0 0 0 104 -104 0 0 1,086 1,086

当期末支払
資金

残高⑬＝⑪
＋⑫

（来年度への
繰越金）

事業活動による収支
（日常的な資金の収支）

施設整備等による収支
（固定資産物品の購入などの収支）

社会福祉事業

法人運営及び区社協実施事業

予備費⑩

平成２９年度　資金収支予算書総括表

区分
（事業ごとの会計）

その他の活動による収支
（基金積立金や借入金などの収支）

当期資金収
支差額⑪＝
③＋⑥＋⑨-

⑩
（今年度の予算

残額）

前期末支払
資金残高⑫
（前年度からの

繰越金）
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法人：

/

勘 定 科 目 備 考

法人全体　資金収支当初予算書
平成29年4月

社会福祉法人　横浜市都筑区社会福祉協議会

 1  3

 （単位：円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 117,000   7,831,000  7,948,000　会費収入

 7,000   1,171,000  1,178,000　　正会費収入

 110,000   6,660,000  6,770,000　　賛助会費収入

 200,000   616,000  816,000　分担金収入

 200,000   616,000  816,000　　分担金収入

 1,000,000   3,500,000  4,500,000　寄附金収入

 1,000,000   3,500,000  4,500,000　　寄附金収入

 △2,218,000   20,010,000  17,792,000　経常経費補助金収入

 64,000   6,216,000  6,280,000　　市社協補助金収入

 0   50,000  50,000　　神奈川県社協補助金収入

 △1,100,000   1,400,000  300,000　　区役所補助金収入

 △1,182,000   12,344,000  11,162,000　　共同募金配分金収入

 △1,182,000   7,744,000  6,562,000　　　一般募金配分金収入

 0   4,500,000  4,500,000　　　年末たすけあい配分金収入

 0   100,000  100,000　　　たすけあい福祉資金配分金収入

 △428,000   24,614,000  24,186,000　受託金収入

 △17,000   3,134,000  3,117,000　　都道府県社協受託金収入

 △17,000   3,134,000  3,117,000　　　神奈川県社協受託金収入

 △326,000   3,417,000  3,091,000　　市社協受託金収入

 △85,000   18,063,000  17,978,000　　区受託金収入

 391,000   2,894,000  3,285,000　事業収入

 396,000   2,799,000  3,195,000　　利用料収入

 0   5,000  5,000　　資料・図書等頒布収入

 △5,000   90,000  85,000　　手数料収入

 △1,000   109,000  108,000　受取利息配当金収入

 △5,000   19,000  14,000　その他の収入

 △5,000   19,000  14,000　　雑収入

 △5,000   19,000  14,000　　　雑収入

 59,593,000  58,649,000  △944,000事業活動収入計(1)

＜　支出　＞

 708,000   16,356,000  17,064,000　人件費支出

 24,000   0  24,000　　役員報酬支出

 654,000   7,532,000  8,186,000　　職員給料支出

 654,000   6,032,000  6,686,000　　　職員俸給

 0   1,500,000  1,500,000　　　職員諸手当

 43,000   8,751,000  8,794,000　　非常勤職員給与支出

 △13,000   73,000  60,000　　法定福利費支出

 △774,000   16,591,000  15,817,000　事業費支出

 △378,000   3,318,000  2,940,000　　水道光熱費支出

 △128,000   1,106,000  978,000　　消耗器具備品費支出

 △132,000   826,000  694,000　　　消耗品費支出

 4,000   280,000  284,000　　　器具什器費支出

 △8,000   93,000  85,000　　保険料支出

 △22,000   717,000  695,000　　賃借料支出

 13,000   864,000  877,000　　車輌費支出
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法人：

/

勘 定 科 目 備 考

法人全体　資金収支当初予算書
平成29年4月

社会福祉法人　横浜市都筑区社会福祉協議会

 2  3

 （単位：円）

前年度予算額 当初予算額 増減

 67,000   2,060,000  2,127,000　　諸謝金費支出

 18,000   91,000  109,000　　旅費交通費支出

 17,000   79,000  96,000　　　役職員旅費

 1,000   12,000  13,000　　　委員等旅費

 58,000   817,000  875,000　　印刷製本費支出

 △95,000   405,000  310,000　　修繕費支出

 △92,000   897,000  805,000　　通信運搬費支出

 △37,000   153,000  116,000　　会議費支出

 △53,000   933,000  880,000　　広報費支出

 △115,000   4,764,000  4,649,000　　業務委託費支出

 8,000   178,000  186,000　　手数料支出

 △10,000   10,000  0　　租税公課支出

 0   135,000  135,000　　援護費・見舞金費支出

 0   50,000  50,000　　交通遺児援護費支出

 264,000   3,493,000  3,757,000　事務費支出

 △15,000   215,000  200,000　　旅費交通費支出（事務費）

 10,000   70,000  80,000　　研修研究費支出（事務費）

 △87,000   284,000  197,000　　事務消耗品費支出（事務費）

 63,000   34,000  97,000　　　事務消耗品費支出（事務費）

 △150,000   250,000  100,000　　　器具什器費支出（事務費）

 250,000   0  250,000　　印刷製本費支出（事務費）

 △203,000   233,000  30,000　　修繕費支出（事務費）

 10,000   165,000  175,000　　通信運搬費支出（事務費）

 40,000   110,000  150,000　　会議費支出（事務費）

 22,000   32,000  54,000　　広報費支出（事務費）

 290,000   90,000  380,000　　業務委託費支出（事務費）

 35,000   110,000  145,000　　手数料支出（事務費）

 6,000   160,000  166,000　　保険料支出（事務費）

 △20,000   595,000  575,000　　賃借料支出（事務費）

 4,000   966,000  970,000　　租税公課支出（事務費）

 △5,000   120,000  115,000　　渉外費支出（事務費）

 △45,000   300,000  255,000　　諸会費支出（事務費）

 △28,000   40,000  12,000　　車輌維持費支出（事務費）

 0   3,000  3,000　　雑支出（事務費）

 58,000   452,000  510,000　分担金支出

 58,000   452,000  510,000　　分担金支出

 1,007,000   22,701,000  23,708,000　助成金支出

 1,007,000   22,701,000  23,708,000　　助成金支出

 1,007,000   22,701,000  23,708,000　　　助成金支出

 59,593,000  60,856,000  1,263,000事業活動支出計(2)

 △2,207,000 0  △2,207,000事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0  0施設整備等収入計(4)

＜　支出　＞

 0  0  0施設整備等支出計(5)

 0 0  0施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)
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法人：

/

勘 定 科 目 備 考

法人全体　資金収支当初予算書
平成29年4月

社会福祉法人　横浜市都筑区社会福祉協議会

 3  3

 （単位：円）

前年度予算額 当初予算額 増減

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 △5,746,000   5,746,000  0　積立資産取崩収入

 △5,746,000   5,746,000  0　　福祉基金積立資産取崩収入

 △46,000   46,000  0　　　福祉基金積立資産（普通貯金）取崩収入

 △5,700,000   5,700,000  0　　　福祉基金　金銭信託取崩収入

 596,000   6,129,000  6,725,000　サービス区分間繰入金収入

 11,875,000  6,725,000  △5,150,000その他の活動収入計(7)

＜　支出　＞

 △5,746,000   5,746,000  0　積立資産支出

 △5,746,000   5,746,000  0　　福祉基金積立資産支出

 △5,746,000   5,746,000  0　　　福祉基金積立資産（定期預金）支出

 596,000   6,129,000  6,725,000　サービス区分間繰入金支出

 11,875,000  6,725,000  △5,150,000その他の活動支出計(8)

 0 0  0その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

 △14,932,564 14,932,564  0予備費支出(10)

 12,725,564 △14,932,564  △2,207,000当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

 1,595,436 14,932,564  16,528,000前期末支払資金残高(12)

 14,321,000 0  14,321,000当期末支払資金残高(11)+(12)
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法人名：

勘 定 科 目

拠点区分別　資金収支予算内訳書
平成29年度社会福祉法人　横浜市都筑区社会福祉協議会

事業： 社会福祉事業  
拠点： 法人運営及び区社協実施事業  1 / 8

 （単位：円）

地区社協活動支法人運営 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ事業 区福祉保健活動 共同募金配分事 善意銀行運営 送迎ｻｰﾋﾞｽ事業 権利擁護事業
援事業 拠点運営 業

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0　会費収入  7,948,000  0  0  0  0  0

 0  0　　正会費収入  1,178,000  0  0  0  0  0

 0  0　　賛助会費収入  6,770,000  0  0  0  0  0

 0  0　分担金収入  816,000  0  0  0  0  0

 0  0　　分担金収入  816,000  0  0  0  0  0

 0  4,500,000　寄附金収入  0  0  0  0  0  0

 0  4,500,000　　寄附金収入  0  0  0  0  0  0

 11,162,000  0　経常経費補助金収入  514,000  180,000  660,000  0  0  0

 0  0　　市社協補助金収入  514,000  180,000  660,000  0  0  0

 11,162,000  0　　共同募金配分金収入  0  0  0  0  0  0

 6,562,000  0　　　一般募金配分金収入  0  0  0  0  0  0

 4,500,000  0　　　年末たすけあい配分金収入  0  0  0  0  0  0

 100,000  0　　　たすけあい福祉資金配分金収入  0  0  0  0  0  0

 0  0　受託金収入  3,117,000  0  0  17,978,000  2,744,000  147,000

 0  0　　都道府県社協受託金収入  3,117,000  0  0  0  0  0

 0  0　　　神奈川県社協受託金収入  3,117,000  0  0  0  0  0

 0  0　　市社協受託金収入  0  0  0  0  2,744,000  147,000

 0  0　　区受託金収入  0  0  0  17,978,000  0  0

 0  0　事業収入  90,000  0  0  230,000  2,650,000  315,000

 0  0　　利用料収入  0  0  0  230,000  2,650,000  315,000

 0  0　　資料・図書等頒布収入  5,000  0  0  0  0  0

 0  0　　手数料収入  85,000  0  0  0  0  0

 1,000  1,000　受取利息配当金収入  2,000  0  0  0  0  0

 5,000  0　その他の収入  9,000  0  0  0  0  0

 5,000  0　　雑収入  9,000  0  0  0  0  0

 5,000  0　　　雑収入  9,000  0  0  0  0  0

事業活動収入計(1)  12,496,000  180,000  660,000  18,208,000  11,168,000  4,501,000  5,394,000  462,000

＜　支出　＞

 352,000  0　人件費支出  4,388,000  0  0  10,354,000  1,970,000  0

 0  0　　役員報酬支出  24,000  0  0  0  0  0
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法人名：

勘 定 科 目

拠点区分別　資金収支予算内訳書
平成29年度社会福祉法人　横浜市都筑区社会福祉協議会

事業： 社会福祉事業  
拠点： 法人運営及び区社協実施事業  2 / 8

 （単位：円）

地区社協活動支法人運営 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ事業 区福祉保健活動 共同募金配分事 善意銀行運営 送迎ｻｰﾋﾞｽ事業 権利擁護事業
援事業 拠点運営 業

 0  0　　職員給料支出  1,500,000  0  0  6,686,000  0  0

 0  0　　　職員俸給  0  0  0  6,686,000  0  0

 0  0　　　職員諸手当  1,500,000  0  0  0  0  0

 352,000  0　　非常勤職員給与支出  2,839,000  0  0  3,638,000  1,965,000  0

 0  0　　法定福利費支出  25,000  0  0  30,000  5,000  0

 2,220,000  10,000　事業費支出  925,000  211,000  63,000  7,622,000  3,204,000  452,000

 0  0　　水道光熱費支出  0  0  0  2,940,000  0  0

 238,000  0　　消耗器具備品費支出  208,000  57,000  10,000  215,000  20,000  121,000

 238,000  0　　　消耗品費支出  94,000  57,000  10,000  165,000  20,000  21,000

 0  0　　　器具什器費支出  114,000  0  0  50,000  0  100,000

 20,000  0　　保険料支出  0  43,000  0  22,000  0  0

 23,000  0　　賃借料支出  0  0  0  120,000  519,000  33,000

 0  0　　車輌費支出  0  0  0  0  805,000  72,000

 238,000  0　　諸謝金費支出  434,000  10,000  10,000  45,000  1,350,000  30,000

 0  0　　旅費交通費支出  13,000  0  0  5,000  5,000  36,000

 0  0　　　役職員旅費  5,000  0  0  5,000  0  36,000

 0  0　　　委員等旅費  8,000  0  0  0  5,000  0

 270,000  0　　印刷製本費支出  0  5,000  0  6,000  20,000  34,000

 0  0　　修繕費支出  0  0  0  150,000  160,000  0

 94,000  0　　通信運搬費支出  120,000  39,000  14,000  310,000  120,000  74,000

 7,000  0　　会議費支出  9,000  24,000  14,000  15,000  20,000  0

 801,000  0　　広報費支出  0  10,000  0  39,000  0  0

 350,000  0　　業務委託費支出  130,000  20,000  10,000  3,745,000  170,000  20,000

 44,000  10,000　　手数料支出  11,000  3,000  5,000  10,000  15,000  32,000

 135,000  0　　援護費・見舞金費支出  0  0  0  0  0  0

 0  0　事務費支出  3,722,000  0  0  10,000  0  10,000

 0  0　　旅費交通費支出（事務費）  200,000  0  0  0  0  0

 0  0　　研修研究費支出（事務費）  45,000  0  0  10,000  0  10,000

 0  0　　事務消耗品費支出（事務費）  197,000  0  0  0  0  0

 0  0　　　事務消耗品費支出（事務費）  97,000  0  0  0  0  0

 0  0　　　器具什器費支出（事務費）  100,000  0  0  0  0  0

 0  0　　印刷製本費支出（事務費）  250,000  0  0  0  0  0
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法人名：

勘 定 科 目

拠点区分別　資金収支予算内訳書
平成29年度社会福祉法人　横浜市都筑区社会福祉協議会

事業： 社会福祉事業  
拠点： 法人運営及び区社協実施事業  3 / 8

 （単位：円）

地区社協活動支法人運営 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ事業 区福祉保健活動 共同募金配分事 善意銀行運営 送迎ｻｰﾋﾞｽ事業 権利擁護事業
援事業 拠点運営 業

 0  0　　修繕費支出（事務費）  30,000  0  0  0  0  0

 0  0　　通信運搬費支出（事務費）  175,000  0  0  0  0  0

 0  0　　会議費支出（事務費）  150,000  0  0  0  0  0

 0  0　　広報費支出（事務費）  54,000  0  0  0  0  0

 0  0　　業務委託費支出（事務費）  380,000  0  0  0  0  0

 0  0　　手数料支出（事務費）  145,000  0  0  0  0  0

 0  0　　保険料支出（事務費）  166,000  0  0  0  0  0

 0  0　　賃借料支出（事務費）  575,000  0  0  0  0  0

 0  0　　租税公課支出（事務費）  970,000  0  0  0  0  0

 0  0　　渉外費支出（事務費）  115,000  0  0  0  0  0

 0  0　　諸会費支出（事務費）  255,000  0  0  0  0  0

 0  0　　車輌維持費支出（事務費）  12,000  0  0  0  0  0

 0  0　　雑支出（事務費）  3,000  0  0  0  0  0

 0  0　分担金支出  510,000  0  0  0  0  0

 0  0　　分担金支出  510,000  0  0  0  0  0

 9,100,000  4,700,000　助成金支出  0  0  4,045,000  0  0  0

 9,100,000  4,700,000　　助成金支出  0  0  4,045,000  0  0  0

 9,100,000  4,700,000　　　助成金支出  0  0  4,045,000  0  0  0

事業活動支出計(2)  9,545,000  211,000  4,108,000  17,986,000  11,672,000  4,710,000  5,174,000  462,000

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)  2,951,000  △31,000  △3,448,000  222,000  △504,000  △209,000  220,000  0

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

施設整備等収入計(4)  0  0  0  0  0  0  0  0

＜　支出　＞

施設整備等支出計(5)  0  0  0  0  0  0  0  0

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)  0  0  0  0  0  0  0  0

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0  0　サービス区分間繰入金収入  1,165,000  31,000  3,448,000  478,000  580,000  0

その他の活動収入計(7)  1,165,000  31,000  3,448,000  478,000  0  0  580,000  0

＜　支出　＞

 0  1,000,000　サービス区分間繰入金支出  4,116,000  0  0  700,000  800,000  0

89



法人名：

勘 定 科 目

拠点区分別　資金収支予算内訳書
平成29年度社会福祉法人　横浜市都筑区社会福祉協議会

事業： 社会福祉事業  
拠点： 法人運営及び区社協実施事業  4 / 8

 （単位：円）

地区社協活動支法人運営 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ事業 区福祉保健活動 共同募金配分事 善意銀行運営 送迎ｻｰﾋﾞｽ事業 権利擁護事業
援事業 拠点運営 業

その他の活動支出計(8)  4,116,000  0  0  700,000  0  1,000,000  800,000  0

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)  △2,951,000  31,000  3,448,000  △222,000  0  △1,000,000  △220,000  0

 0  0予備費支出(10)  0  0  0  0  0  0

 △504,000  △1,209,000当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)  0  0  0  0  0  0

 4,397,000  4,440,000前期末支払資金残高(12)  2,652,000  140,000  610,000  0  690,000  23,000

 3,893,000  3,231,000当期末支払資金残高(11)+(12)  2,652,000  140,000  610,000  0  690,000  23,000
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法人名：

勘 定 科 目

拠点区分別　資金収支予算内訳書
平成29年度社会福祉法人　横浜市都筑区社会福祉協議会

事業： 社会福祉事業  
拠点： 法人運営及び区社協実施事業  5 / 8

 （単位：円）

都筑福祉基金地域福祉活動推 つづきふれあい 合計 内部取引消去 拠点合計
進事業 助成金配分事業

＜　事業活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0  7,948,000　会費収入  0  0  0  7,948,000   

 0  1,178,000　　正会費収入  0  0  0  1,178,000   

 0  6,770,000　　賛助会費収入  0  0  0  6,770,000   

 0  816,000　分担金収入  0  0  0  816,000   

 0  816,000　　分担金収入  0  0  0  816,000   

 0  4,500,000　寄附金収入  0  0  0  4,500,000   

 0  4,500,000　　寄附金収入  0  0  0  4,500,000   

 0  17,792,000　経常経費補助金収入  350,000  4,926,000  0  17,792,000   

 0  6,280,000　　市社協補助金収入  0  4,926,000  0  6,280,000   

 0  50,000　　神奈川県社協補助金収入  50,000  0  0  50,000   

 0  300,000　　区役所補助金収入  300,000  0  0  300,000   

 0  11,162,000　　共同募金配分金収入  0  0  0  11,162,000   

 0  6,562,000　　　一般募金配分金収入  0  0  0  6,562,000   

 0  4,500,000　　　年末たすけあい配分金収入  0  0  0  4,500,000   

 0  100,000　　　たすけあい福祉資金配分金収入  0  0  0  100,000   

 0  24,186,000　受託金収入  200,000  0  0  24,186,000   

 0  3,117,000　　都道府県社協受託金収入  0  0  0  3,117,000   

 0  3,117,000　　　神奈川県社協受託金収入  0  0  0  3,117,000   

 0  3,091,000　　市社協受託金収入  200,000  0  0  3,091,000   

 0  17,978,000　　区受託金収入  0  0  0  17,978,000   

 0  3,285,000　事業収入  0  0  0  3,285,000   

 0  3,195,000　　利用料収入  0  0  0  3,195,000   

 0  5,000　　資料・図書等頒布収入  0  0  0  5,000   

 0  85,000　　手数料収入  0  0  0  85,000   

 0  108,000　受取利息配当金収入  0  0  104,000  108,000   

 0  14,000　その他の収入  0  0  0  14,000   

 0  14,000　　雑収入  0  0  0  14,000   

 0  14,000　　　雑収入  0  0  0  14,000   

事業活動収入計(1)  550,000  4,926,000  104,000  58,649,000  0  58,649,000   

＜　支出　＞

91



法人名：

勘 定 科 目

拠点区分別　資金収支予算内訳書
平成29年度社会福祉法人　横浜市都筑区社会福祉協議会

事業： 社会福祉事業  
拠点： 法人運営及び区社協実施事業  6 / 8

 （単位：円）

都筑福祉基金地域福祉活動推 つづきふれあい 合計 内部取引消去 拠点合計
進事業 助成金配分事業

 0  17,064,000　人件費支出  0  0  0  17,064,000   

 0  24,000　　役員報酬支出  0  0  0  24,000   

 0  8,186,000　　職員給料支出  0  0  0  8,186,000   

 0  6,686,000　　　職員俸給  0  0  0  6,686,000   

 0  1,500,000　　　職員諸手当  0  0  0  1,500,000   

 0  8,794,000　　非常勤職員給与支出  0  0  0  8,794,000   

 0  60,000　　法定福利費支出  0  0  0  60,000   

 0  15,817,000　事業費支出  1,029,000  81,000  0  15,817,000   

 0  2,940,000　　水道光熱費支出  0  0  0  2,940,000   

 0  978,000　　消耗器具備品費支出  109,000  0  0  978,000   

 0  694,000　　　消耗品費支出  89,000  0  0  694,000   

 0  284,000　　　器具什器費支出  20,000  0  0  284,000   

 0  85,000　　保険料支出  0  0  0  85,000   

 0  695,000　　賃借料支出  0  0  0  695,000   

 0  877,000　　車輌費支出  0  0  0  877,000   

 0  2,127,000　　諸謝金費支出  10,000  0  0  2,127,000   

 0  109,000　　旅費交通費支出  50,000  0  0  109,000   

 0  96,000　　　役職員旅費  50,000  0  0  96,000   

 0  13,000　　　委員等旅費  0  0  0  13,000   

 0  875,000　　印刷製本費支出  540,000  0  0  875,000   

 0  310,000　　修繕費支出  0  0  0  310,000   

 0  805,000　　通信運搬費支出  13,000  21,000  0  805,000   

 0  116,000　　会議費支出  15,000  12,000  0  116,000   

 0  880,000　　広報費支出  30,000  0  0  880,000   

 0  4,649,000　　業務委託費支出  204,000  0  0  4,649,000   

 0  186,000　　手数料支出  8,000  48,000  0  186,000   

 0  135,000　　援護費・見舞金費支出  0  0  0  135,000   

 0  50,000　　交通遺児援護費支出  50,000  0  0  50,000   

 0  3,757,000　事務費支出  15,000  0  0  3,757,000   

 0  200,000　　旅費交通費支出（事務費）  0  0  0  200,000   

 0  80,000　　研修研究費支出（事務費）  15,000  0  0  80,000   

 0  197,000　　事務消耗品費支出（事務費）  0  0  0  197,000   
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法人名：

勘 定 科 目

拠点区分別　資金収支予算内訳書
平成29年度社会福祉法人　横浜市都筑区社会福祉協議会

事業： 社会福祉事業  
拠点： 法人運営及び区社協実施事業  7 / 8

 （単位：円）

都筑福祉基金地域福祉活動推 つづきふれあい 合計 内部取引消去 拠点合計
進事業 助成金配分事業

 0  97,000　　　事務消耗品費支出（事務費）  0  0  0  97,000   

 0  100,000　　　器具什器費支出（事務費）  0  0  0  100,000   

 0  250,000　　印刷製本費支出（事務費）  0  0  0  250,000   

 0  30,000　　修繕費支出（事務費）  0  0  0  30,000   

 0  175,000　　通信運搬費支出（事務費）  0  0  0  175,000   

 0  150,000　　会議費支出（事務費）  0  0  0  150,000   

 0  54,000　　広報費支出（事務費）  0  0  0  54,000   

 0  380,000　　業務委託費支出（事務費）  0  0  0  380,000   

 0  145,000　　手数料支出（事務費）  0  0  0  145,000   

 0  166,000　　保険料支出（事務費）  0  0  0  166,000   

 0  575,000　　賃借料支出（事務費）  0  0  0  575,000   

 0  970,000　　租税公課支出（事務費）  0  0  0  970,000   

 0  115,000　　渉外費支出（事務費）  0  0  0  115,000   

 0  255,000　　諸会費支出（事務費）  0  0  0  255,000   

 0  12,000　　車輌維持費支出（事務費）  0  0  0  12,000   

 0  3,000　　雑支出（事務費）  0  0  0  3,000   

 0  510,000　分担金支出  0  0  0  510,000   

 0  510,000　　分担金支出  0  0  0  510,000   

 0  23,708,000　助成金支出  1,000,000  4,863,000  0  23,708,000   

 0  23,708,000　　助成金支出  1,000,000  4,863,000  0  23,708,000   

 0  23,708,000　　　助成金支出  1,000,000  4,863,000  0  23,708,000   

事業活動支出計(2)  2,044,000  4,944,000  0  60,856,000  0  60,856,000   

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)  △1,494,000  △18,000  104,000  △2,207,000  0  △2,207,000   

＜　施設整備等による収支　＞

＜　収入　＞

施設整備等収入計(4)  0  0  0  0  0  0   

＜　支出　＞

施設整備等支出計(5)  0  0  0  0  0  0   

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)  0  0  0  0  0  0   

＜　その他の活動による収支　＞

＜　収入　＞

 0  6,725,000　サービス区分間繰入金収入  1,005,000  18,000  0  6,725,000   
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法人名：

勘 定 科 目

拠点区分別　資金収支予算内訳書
平成29年度社会福祉法人　横浜市都筑区社会福祉協議会

事業： 社会福祉事業  
拠点： 法人運営及び区社協実施事業  8 / 8

 （単位：円）

都筑福祉基金地域福祉活動推 つづきふれあい 合計 内部取引消去 拠点合計
進事業 助成金配分事業

その他の活動収入計(7)  1,005,000  18,000  0  6,725,000  0  6,725,000   

＜　支出　＞

 0  6,725,000　サービス区分間繰入金支出  5,000  0  104,000  6,725,000   

その他の活動支出計(8)  5,000  0  104,000  6,725,000  0  6,725,000   

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)  1,000,000  18,000  △104,000  0  0  0   

 0  0予備費支出(10)  0  0  0  0   

 0  △2,207,000当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)  △494,000  0  0  △2,207,000   

 0  16,528,000前期末支払資金残高(12)  2,490,000  0  1,086,000  16,528,000   

 0  14,321,000当期末支払資金残高(11)+(12)  1,996,000  0  1,086,000  14,321,000   
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